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『ニューライズLCCM全国普及プロジェクト』が

国土交通省「省CO2先導プロジェクト２０２３」事業に採択

２０２３年９月７日

【脱炭素賃貸住宅】

大東建託株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長執行役員：竹内啓）が推進する「ニューライズＬＣＣ

Ｍ※全国普及プロジェクト（以下、本プロジェクト）」が、９月４日、国土交通省の「令和５年度サステナブル

建築物等先導事業（省ＣＯ２先導プロジェクト２０２３、以下、応募事業）」に採択されました。

本応募事業は、住宅に関連するＣＯ２排出量の削減や、住宅・建築物の市場価値向上、居住・執務環境の

向上などを目指し、国土交通省が省エネ・省ＣＯ２にかかわる先導的な技術を導入した住宅・建築物の

リーディングプロジェクトを支援するものです。今回は、昨年度に続く２回目の採択となります。

※ 一般社団法人住宅・建築ＳＤＧｓ推進センターの登録商標

本プロジェクトで全国普及を促進する「ニューライズＬＣＣＭ」外観イメージ

≫国土交通省報道発表「『省ＣＯ２先導プロジェクト２０２３」を決定しました！」（２０２３年９月４日）

https://www.mlit.go.jp/report/press/house04_hh_001186.html

ＬＣＣＭ（ライフサイクル・カーボンマイナス）住宅とは、建物の建築時、使用時、解体時のＣＯ２排出量の

削減と、太陽光発電の創エネルギーによるＣＯ２排出量の削減効果で、建物のライフサイクルにおける

ＣＯ２の収支をマイナスにする住宅のことです。当社は、ＬＣＣＭ賃貸住宅開発に向け、２０１４年よりＬＣ

Ａ（ライフ・サイクル・アセスメント）の研究を進め、２０２２年１０月、当社初のＬＣＣＭ規格化商品「ニュー

ライズＬＣＣＭ」の販売を開始しました。

一方、本応募事業は、国土交通省が民間等から提案を募り、採択事業について国が支援を行うもので、

ＬＣＣＭ低層共同住宅部門においては昨年度より公募が行われています。今年度は、国立研究開発法

人建築研究所が設置した学識経験者からなる評価委員会による評価の結果、当社の本プロジェクトが

昨年度に続き採択されました。

なお、ＬＣＣＭ低層共同住宅部門において、支援事業として採択されたのは当社１社のみとなります。

■ 「ニューライズＬＣＣＭ全国普及プロジェクト」が支援事業として採択された背景
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本件に関するお問い合わせ―大東建託株式会社 広報部 / ＴＥＬ―０３-６７１８-９１７４ / メール―ｋoho@ｋeｎtａｋu.ｃo.jp

＜関連ニュースリリース＞

● 【脱炭素賃貸住宅】『ニューライズＬＣＣＭ普及プロジェクト』が 国土交通省「省ＣＯ２先導プロジェクト２０２２」事業に採択

（２０２３年１月１３日）

https://www.ｋeｎtａｋu.ｃo.jp/ｃorporａte/pr/iｎｆo/2023/iｎｆomａtioｎ_lｃｃmpj_0112.html

● 【脱炭素住宅新商品】国内初！ＬＣＣＭ賃貸集合住宅『ＮＥＷ ＲｉＳＥ ＬＣＣＭ』販売開始（２０２２年１０月４日）

https://www.ｋeｎtａｋu.ｃo.jp/ｃorporａte/pr/iｎｆo/2022/releａse_ｎewriselｃｃm_1004.html

● 日本初の脱炭素住宅「ＬＣＣＭ賃貸集合住宅」が埼玉県草加市に完成（２０２１年６月１７日）

https://www.ｋeｎtａｋu.ｃo.jp/ｃorporａte/pr/iｎｆo/2021/lｃｃm_0617.html

● 日本初！脱炭素住宅「ＬＣＣＭ賃貸集合住宅」を開発(２０２１年３月２５日)

https://www.ｋeｎtａｋu.ｃo.jp/ｃorporａte/pr/iｎｆo/2021/lｃｃm_0325.html

■ 大東建託株式会社概要

所在地 ： 東京都港区港南二丁目16番1号 品川イーストワンタワー

代表者 ： 代表取締役 社長執行役員 竹内啓

設立 ： １９７４年６月２０日

資本金 ： ２９,０６０百万円

グループ会社 ： ２２社※

拠点数 ： ６３９拠点※（主要グループ３社計）

従業員数 ： １７,８５１名※（グループ連結）

事業内容 ： 建物賃貸事業の企画・建築、不動産の仲介・管理、およびガス供給などの関連事業

Ｗｅｂサイト ： https://www.ｋeｎtａｋu.ｃo.jp/

決算情報 ： 売上／１兆６,５７６億円、営業利益／１,０００億円（２０２３年３月期）

※ ２０２３年３月３１日時点

■ ＺＥＨからＬＣＣＭへ、脱炭素住宅促進に向けた政府と当社の取り組み

当社は、２０２１年６月に埼玉県で国内初となるＬＣＣＭの基準を満たす賃貸集合住宅を完成させて以

降、ＬＣＣＭ賃貸集合住宅の普及を推進しています。なお、昨年度に採択された当社プロジェクトの完

成予定棟数は３６棟で、今年度は８０棟の契約を目標としています。

当社は今後も、環境配慮型・社会課題解決型商品の開発・普及に取り組むことで、事業を通じた社会課

題解決を目指していきます。


